予算要求資料
平成２８年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費　　
	事業名　エコツーリズム促進事業費補助金


　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

環境生活部　自然環境保全課　自然公園係　電話番号：058-272-1111（内2698）

　　　　　　　　　E-mail： c11265@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　6,000千円（前年度予算額：6,000 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000
	0
	0

	要求額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000
	0
	0

	決定額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・エコツーリズムの潜在的需要は高まっているが、県の豊かな自然観光資源の多くは未発掘、あるいは有効に活用されていない。

（２）事業内容

・エコツーリズムに取り組む団体の支援

　　　　エコツアーの企画、実施能力の向上を図る団体を支援する。

助成金額　　1団体1,500千円以内(10/10)

（３）県負担・補助率の考え方

　　　　エコツーリズムは、自然環境保全、地域振興、観光振興に寄与するものであるため、県が負担する。
（４）類似事業の有無
　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	　6,000
	団体支援@1,500千円×4団体

	合計
	6,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・「生物多様性ぎふ戦略」：第２の視点「いのちを活かし、暮らしにつなぐ」
　　・「清流の国ぎふ」づくりリーディングプロジェクト：第２の柱「清流を活かす」

（２）国・他県の状況

　　　平成１９年６月「エコツーリズム推進法」制定
（３）後年度の財政負担
　　　清流の国ぎふ森林・環境基金事業の終了に伴い廃止
　　　（平成２９年度以降の森林・環境税の継続の有無については検討中）
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	エコツーリズム促進事業費補助金

	補助事業者（団体）
	市町村、団体

	補助事業の概要
	（目的）エコツーリズムに取り組む団体の商業的自立

（内容）エコツアーの企画、実施能力の向上を図る団体を支援する。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（１団体　1,500千円以内（10/10））

	補助効果
	　エコツーリズムに取り組む団体の経営基盤及び運営体制の強化

	終期の設定
	終期　平成２８年度

（理由）森林・環境基金事業は平成２８年度に見直されるため


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

岐阜県の豊かな自然を活かしたエコツアーを実施する団体等の商業的自立を促し、県内にエコツーリズムを普及・定着させる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H23年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①補助件数
	－
	18件
	18件

	②エコツアー実施団体数
	17団体
	25団体
	25団体


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	4,352千円
	4,440千円
	5,551千円
	(予算額)

6,000千円
	(要求額)

6,000千円

	指標①目標
	１５件
	１５件
	１８件
	１８件
	１８件

	指標①実績
	４件
	９件
	１４件
	(推計値)

１９件
	(推計値)

２３件

	指標①達成率
	26.7％
	60％
	77.8％
	(推計値)
105.6％
	(推計値)
127.8％

	指標②目標
	25団体
	25団体
	25団体
	25団体
	25団体

	指標②実績
	18団体
	19団体
	22団体
	(推計値)

24団体
	(推計値)

25団体

	指標②達成率
	72％
	76％
	88％
	(推計値)
96％
	(推計値)
100％


（前年度の成果）

	　エコツーリズム推進体制の整備、地域資源の整備及びエコツアーガイドの育成などについて、５団体への支援を行い、エコツアー実施体制の強化を図ることができた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
現在、県内には３０以上のエコツーリズム団体があるが、その多くは経営基盤が脆弱で事業規模が小さく、持続可能な運営体制にあるとは言い難い。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	自然環境や歴史文化など地域資源を保全しつつ、地域の活性化につなげる仕組みであり、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	平成27年度の計画としていた４件を上回る５件に対して支援を行い、各地域でのエコツーリズムの推進体制が整いつつある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	補助事業者と積極的に連絡を取り、実施に対して指導助言を行った。


（事業の見直し検討）

	　平成28年度に森林・環境基金事業と併せて見直し。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止　※平成28年度で終了の予定
（理由）
今後は、ツアーガイドの育成などの新たな側面から、持続的な運営体制強化の支援をしていく。


